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課 題 名 農業法人の設立・発展過程に関する実証的研究  
 

研 究 実 施 期 間 

 

平 成 ２ ６ 年 度  

 

政 策 研 究 の 概 要

 

我が国農業の競争力を強化し、持続可能なものとするために

は、農業構造変化を加速化することが必要であり、併せて多様な

担い手を育成・確保していくことが重要である。 

近年、集落営農においても法人経営が増加しており、今後の重

要な担い手になるものと考えられる。しかしながら他方で、構成

員規模、事業内容等に適した法人形態（農事組合法人、株式会社）

が選択されておらず、法人制度の利点が必ずしも十分に発揮され

ていない事例も見られる。 

このため、集落営農法人の設立・発展の過程について、その実

態を明らかにするとともに、当該法人形態を選択するに至った背

景・要因等を解明し、今後の農業法人経営の発展のための支援策

の検討等に資する。 
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○評 価 基 準  
【 社 会 的 ニ ー ズ へ
の対応】 

S.非 常 に 大 き な 意 義 が

あ る  

A.大 き な 意 義 が あ る  

【 評 価 項 目 ご と の 対 応 】  

（  ） は ３ 名 の 評 価 委 員 の 投 票 数 を 示 す 。  
 
○ 社会的ニーズへの対応 

  Ａ 評 価 （ ３ ）  

 
○ 政 策 の 企 画 ・ 立 案 へ の 貢 献  

  Ｓ 評 価 （ １ ） 、 Ａ 評 価 （ ２ ）  

 

○ 学 術 面 か ら み た 研 究 成 果 の 評 価  

  Ａ 評 価 （ １ ） 、 Ｂ 評 価 （ ２ ）  

 
○ 研 究 計 画 ・ 研 究 資 源 ・ 実 施 体 制 の 妥 当 性  

  Ａ 評 価 （ ３ ）  

 

○ 研究目標の達成度 

  Ａ 評 価 （ １ ） 、 Ｂ 評 価 （ ２ ）  

 

【 総 合 評 価 】  
２．目標を達成した（３） 

 

【 評 価 委 員 か ら の 主 な 意 見 】  

○ 集 落 営 農 の 法 人 化 を 進 め る に 際 し て の 企 業 形態 の 選 択 に つ

い て 現 場 に 有 益 な 情 報 を 提 供 す る 研 究 で あ る。設 立 当 初 に 農



B .意 義 が あ る  

C.意 義 が 小 さ い  

D.意 義 は 見 い 出 し が た

い  

 
【 政 策 の 企 画・立 案
へ の 貢 献 】  
S.非 常 に 大 き な 貢 献 が

見 込 め る  

A .大 き な 貢 献 が 見 込 め

る  

B.貢 献 が 見 込 め る  

C.貢 献 は 小 さ い  

D.貢 献 は 見 込 み が た い

 
【 学 術 面 か ら み た
研 究 成 果 の 評 価 】  
S.学 術 的 に 非 常 に 高 く

評 価 で き る  

A.学 術 的 に 高 く 評 価 で

き る  

B.学 術 的 に 評 価 で き る

C.学 術 的 な 評 価 は や や

低 い  

D.学 術 的 な 評 価 は 低 い

 
【 研 究 計 画 ・ 研 究
資 源・実 施 体 制 の 妥
当 性 】  
S.非 常 に 良 い  

A.妥 当 で あ る  

B.概 ね 妥 当 で あ る  

C.や や 妥 当 で な い  

D.妥 当 で は な い  

 
【 研 究 目 標 の 達 成
度】  
S.達 成 度 は 非 常 に 高 い

A.達 成 度 は 高 い  

B.概 ね 達 成 し て い る  

C.達 成 度 は や や 低 い  

D.達 成 度 は 低 い  

 

○総合評価基準  
１．目標を上回っ た  

２．目標を達成し た  

３．目標を下回っ た  

４．目標を大き く下回っ

た  

事 組 合 法 人 が 選 択 さ れ る 理 由 を 明 ら か に し たと と も に 、株 式

会 社 で あ っ て も 運 用 次 第 で 平 等 な 経 営 と な るこ と が 裏 付 け

ら れ た 。  
○ 単 年 度 で 数 多 く の 集 落 営 農 の 調 査 を 行 い 、比較 検 討 を 行 っ た

点 は 学 術 的 に 高 く 評 価 で き る 。  

○集 落 営 農 の 経 営 形 態 の あ り 方 に つ い て 、持 続的 に 発 展 し て い

く 上 で 法 人 化 が 重 要 な 課 題 と な っ て お り 、時宜 に か な っ た 研

究 で あ り 、 当 初 の 研 究 目 標 は 達 成 さ れ て い る。  

○行 政 が 集 落 営 農 組 織 の あ り 方 を 検 討 す る 際 に有 益 な 知 見 を

提 供 す る も の で あ る 。ま た 、集 落 営 農 組 織 法人 経 営 体 の 運 営

の 実 態 、課 題 や 目 的 に 則 し た 法 人 形 態 の 選 択の 仕 方 等 が あ る

程 度 明 ら か に な っ た こ と は 、普 及 組 織 を は じめ 経 営 体 の 指 導

に 携 わ る 機 関 に 対 し て 示 唆 を 与 え る も の で ある 。  

○ 集 落 営 農 の 発 展 と は 何 か を 定 義 し 、 そ の 発 展度 を 測 る た め

の 指 標 を 設 け る こ と が で き る と よ い 。  

○こ う し た 調 査 研 究 は 定 点 観 測 が 重 要 で あ り 、も う 少 し 時 間 を

か け た 追 跡 調 査 が 必 要 で あ る 。  

○ 比 較 対 照 と い う 視 点 か ら 、長 期 間 存 続 し て きた 生 産 組 織 や 営

農 組 合 が ど の よ う な 変 化 を し な が ら 今 日 に 至っ て い る の か

経 営 史 的 な 調 査 を 行 う こ と で 、集 落 営 農 の 発展 と は 何 か を 考

え る た め の 手 が か り が 見 つ か る か も し れ な い。  

○ 株式会社では総会自体の権限は限定されており、その強化が課

題であるということ、他方農事組合法人については理事会の権

限を強化することで執行権の弱さという問題をかなりカバー

することも可能であり、これら両面を考慮しながら、集落営農

の目的やメンバーの実態に即してふさわしい法人形態を考え

ていく視点が重要である。  
○ 今 後 は 研 究 成 果 を 学 会 報 告 、論 文 公 表 す る とと も に 、成 果 を

よ り 広 く 社 会 に 周 知 す る た め 、発 表 し て い くこ と に 力 を 入 れ

て 欲 し い 。  

 



今 後 の 対 応 方 針

○集落営農の発展については、経営体としての側面と地域貢献組

織としての側面があると考えられ、その発展度との関係で法人

化の位置づけを検討したい。また生産組織等との比較を含めて

集落営農の発展を検討する。  
○集落営農法人における総会、理事会の権限のあり方について、

集落営農の目的や構成員の実態に対応して検討する。  
○今後、以上を踏まえて研究成果をとりまとめ、学会等で報告す

るとともに、行政関係者や経営体の指導にあたる者に情報提供

を行う。  

 


